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1　 はじめに

　車載型 NOx 計につ いて1よ これまで シャ シーダイナモ （CD ）上で CVS 法等と比較し、 良し囎

関 を示すことが報告されている。 車載計測の利用目的から考えると、 車載型 NO ． 計を多数の車両に

取り付けたときにも、 同等の精度力得 られることが望ましい 。 ここでは、複数の車両による比較測

定の 結果を報告するとともに、車載IJ　NO 。 計の実用上の 課題につ いて述べ る、

2　CD で（囃 英及び結果

（1）実験 ：車載 NO 蠡十（堀場製作所

製、HrT−700）の詳細は、第＝ 報
「）

を参照されたい。実験には簡易型3

台、高精度型 2 台を用いた。 試験に

使用した車両は表 1 に示した 。
NO 。

センサ ー （ジルコニ アセラミ ックセ

ンサ
ー
）は車両の排気管に直接取 り

付け、 CD 付帯の化学発光式NO ・ 計

は排気管直後でそれぞれ直接排気を

計測した 。 言鵡寅モ
ー

ドは東京都実走

行パターン No．2
、
　No ．5、　No．8 及び

No ．10 を用いた 。
　CD 付帯の NO ． 計

はサンプリングチ ュ
ーブが長い分だ

　　　車載型NOx 計とC／D 付帯分析計との比較結果表1
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注 1） 型 番 の へ：簡 易 型 、B
、
：高精度 型

け応答遅れ旆 5る。（2）髞 ：応答遅れを補正 した 1 胸 の 両都 湘 関及び原点を通る勾配 （感度

に相当する。 ）を表 1 に示した。事前にセ ンサ
ー

の校正を実施した車両（））及び（5）の場含には、 相関

も0．85 以上であり、勾配も 1 に近くなっているが 、 校正を行わなかっ た場合には相関は高いもの

の 勾配が 0．61〜0．78と低くな っ ている。 車両や環境の状態の 外に 、 セ ンサーの劣化による感渡の 低

下について検討が必要である。
1） 第 43 回大気環境学会年会講演要旨集、

2EO945
、　p．407 （2002）

3　実走行調査による濃度状況

（1）車両  、 （釟   での 走行中に、NO 。 濃度がゼロになることがあり、 この原因の一つとしてセ ン

サーを消音器の 前方側に装着した場合の排気圧力の影響が考えられた。また 、 測定原理上 、 セ ンサ

ー
部分を 700〜 800℃に維持する必要があり、 エ ン ジン始動から約 3 分間の データは使用 不可能で

あ っ た。 （2）車両嚠 こよ り、 同
一
区間 （約4  m）走行時のアイ ドリング時の NO 。 濃度の；則遣結果を

比較したところ、3 日間の各 1 日の 平均は 90〜98ppm 、 変動係数は 10〜17％ （0．5 秒晦、　n ＝＝967）

の 範囲であり 、 比較的安定した結果力得 られた．

4　 まとめ

　車載 NO 、 計により、 リアルタ イム計測を精度高く行 うことの可能性が確認されたが、現時点で は

  センサ
ー

の装着位置 （消躙 i蔓部にすること）、   暖機状態での使用等へ の配慮力泌 要であり、さ

らに 、 広範な利用を進めるためには  咬正の必要がない 装置へ の 改良が望まれ乱
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